
 

 

 

 

枕崎市立病院経営強化プラン 

（計画期間：令和５年度～令和 10年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月 

枕崎市立病院 



 

 

目    次 

 

第１ はじめに 

１市立病院経営強化プラン策定の背景・趣旨 ……………………… 

２枕崎市立病院の経営状況と課題 

(1) 市立病院の沿革 ………………………………………………… 

(2) 市立病院の概要 ………………………………………………… 

(3) 経営状況 ………………………………………………………… 

３枕崎市立病院を取り巻く状況  

 (1) 人口について …………………………………………………… 

(2) 医療需要度 ……………………………………………………… 

(3) 在宅医療 ………………………………………………………… 

(4) 南薩医療圏の課題 ……………………………………………… 

(5) 枕崎市立病院の対応 …………………………………………… 

 

第２ 経営強化プランの内容 

１計画期間 ……………………………………………………………… 

２役割・機能の最適化と連携の強化  

(1) 地域医療構想に基づく病床機能の見直し …………………… 

(2) 地域医療構想を踏まえた病院の果たすべき役割と機能 …… 

(3) 地域包括ケアシステムの構築に向けて当院が果たすべき役

割と機能 ………………………………………………………… 

(4) 他の医療機関との役割分担、連携の強化 …………………… 

(5) 医療機能、連携の強化等に係る数値目標 …………………… 

(6)一般会計負担の考え方とその算定基準（繰出基準） ……… 

(7)住民の理解のための取組 ……………………………………… 

３医師・看護師等の確保と働き方改革 ……………………………… 

４経営形態の見直し …………………………………………………… 

５新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 …………… 

６施設・設備の最適化 

(1) 計画期間内における設備等の整備計画と整備の抑制 ……… 

(2) デジタル化への対応 …………………………………………… 

７経営の効率化 

(1) 経営指標に係る数値目標の設定 ……………………………… 

(2) 経常収支比率に係る目標設定の考え方 ……………………… 

(3) 目標達成に向けた具体的な取組 ……………………………… 

(3) 収支計画 ………………………………………………………… 

 

１ 

  

２ 

３ 

３ 

 

６ 

７ 

８ 

９ 

９ 

 

 

10 

 

10 

10 

 

10 

11 

11 

11 

12 

12 

12 

12 

 

13 

13 

 

14 

14 

14 

17 



- 1 - 

 

第１ はじめに 

 

１ 枕崎市立病院経営強化プラン策定の背景・趣旨 

 

   公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保の

ため重要な役割を果たしていますが、全国的な傾向として、医師や看護師等の

医療従事者の不足、人口減少や少子高齢化の急激な進展に伴う医療需要の変化、

医療の高度化といった要因により、病院運営を取り巻く環境は厳しい状況が続

いています。 

   こうした状況に対応するため、病院事業を設置する地方公共団体に対し、国

はこれまで「公立病院改革プラン」（計画期間：H19～H27）、「新公立病院改革プ

ラン」（計画期間：H29～R2）の策定とその取組を要請してきました。 

   今回前プランの「新公立病院改革プラン」の終期に合わせて、新たなプラン

策定が予定されていましたが、令和２年１月国内で初めて新型コロナウイルス

感染症の陽性者が確認され、その後の感染拡大と対応のため、新たなプランの

指針となるガイドラインの公表が見送られました。 

新型コロナ感染症対応においては公⽴病院が中核的な役割を果たしたことに

より、感染拡⼤時の対応における公⽴病院の果たす役割の重要性が改めて認識

されることとなり、さらに病院間の役割分担の明確化・最適化や医師・看護師

等の確保などの取組を平時から進めておく必要性が浮き彫りとなりました。 

令和４年３月、これらの課題への対応のほか、地域医療構想への対応、医療

従事者の確保と働き方改革への取組、経営の効率化などによって、「持続可能な

地域医療提供体制を確保」し、経営強化を図るため、新たなプラン策定の指針

として「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイ

ドライン」が示されました。 

これを受け、枕崎市立病院においても、地域に必要な医療を提供し、持続可

能な病院経営を行っていくため、枕崎市立病院経営強化プラン策定に取り組み

ます。 
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２ 枕崎市立病院の経営状況と課題 

 

  (1) 市立病院の沿革 

    昭和23年12月 枕崎町営診療所として開設 

    昭和24年８月 枕崎町国民健康保険直営診療所として運営 

    昭和27年10月 枕崎市立病院として開設 

    昭和63年３月 市立病院の累積不良債務額219,000千円 

    昭和63年10月 第３次病院事業経営健全化計画策定（６箇年計画） 

    平成12年６月 外来の調剤処方を院外処方へ移行 

    平成15年９月 自主的経営健全化計画策定（５箇年計画） 

    平成16年４月 厨房業務及び医療事務の全面民間委託 

    平成19年４月 標榜診療科目を内科のみへ変更 

    平成21年３月 枕崎市立病院改革プラン策定（３箇年計画） 

        ４月 地方公営企業法の全部適用 

    平成22年４月 病棟建替事業開始 

    平成23年６月 病棟建替工事（一期）完成 

    平成24年３月 病院建替事業竣工 

        ４月 リニューアルオープン（55床） 

    平成26年７月 病児・病後児保育施設新築工事開始 

    平成26年11月 病児・病後児保育施設竣工 

        12月 病児保育施設（カンガルーのポッケ）供用開始 

    平成28年１月 地域連携準備室設置 

     平成28年４月 地域連携室設置 

     令和３年５月 地域包括ケア病床(13床)設置 

     令和５年３月 地域包括ケア病床(13床)廃止、地域一般病床へ転換 
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(2) 市立病院の概要 

診 療 科 名 内科 

病 床 数 総病床数 55床 

一般病床 26床 

療養病床 29床 

業 務 実 績       

（令和４年度） 

（入院） 

 年間延患者数        16,148人 

 1日当たり患者数        44.2人 

 患者1人1日当たり収益    25,006円 

（外来） 

 年間延患者数        11,920人 

 1日当たり患者数        46.7人 

 患者1人1日当たり収益      9,748円 

診 療 時 間 等 診療日 月曜日から金曜日 

（祝祭日及び年末年始を除く） 

受付時間 午前8時30分～午後4時45分 

診療時間 午前9時00分～午後5時15分 

時間外職員体制 医 師 １人 

看護師（２交代制）４人（一般２人・療養２人） 

守 衛 １人 

主な指定状況 

 

○病院群輪番制病院 

○二次救急告示病院 

○南薩３市指示医療機関 

 

(3) 経営状況 

① 患者数・医業収益 

入院・外来とも患者数が減少傾向にあります。令和２、３年度はこの

年発生した新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えやインフル

エンザ等の感染症患者の減少、コロナ専用病床の確保により生じた空床

の影響がみられたものの、令和４年度はコロナ患者の入院受け入れ（一

般病棟）を行い、患者数が若干増加したほか、療養病棟患者も増加に転じ

ました。 

入院・外来収益も、患者数に比例した動きとなっていますが、令和４

年度は入院、外来とも診療報酬単価の高い発熱・コロナ患者の対応が増

えたことにより一人当り収益も増加しました。 
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                 （単位：人、千円） 

年  度 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ 

入院患者数 16,957 18,276 17,729 17,730 14,886 15,439 16,148 

一日平均患者数 46.5 50.1 48.6 48.4 40.8 42.3 44.2 

入院収益 367,015 396,349 371,285 373,614 342,847 332,043 403,789 

一人当り収益 21.6  21.7  20.9 21.1 23.0 21.5 25.0 

外来患者数 14,933 14,341 14,642 14,645 13,451 12,885 11,920 

一日平均患者数 57.9 56.5 57.4 57.7 52.7 50.5 46.7 

外来収益 140,533 122,670 122,020 116,619 116,502 114,852 116,199 

一人当り収益 9.4 8.6 8.3 8.0 8.7 8.9 9.7 

 

② 収益的収支決算額・経常収支比率（経常収益／経常費用） 

令和２年度までは収支が拮抗する形で推移していますが、令和２年１月

の新型コロナ感染症確認以降、ワクチン接種料、専用病床確保に係る補助金

等コロナ関連の収益が増加、令和２年度は受診控えや病床確保補助金の単

価が低かったこともあり赤字となりましたが、令和３年度は補助単価が大

幅に引き上げられたことにより収支は70,000千円超の黒字となりました。

また令和４年度は医療費が高くなりやすいコロナ患者の受入れ増によって

入院収益が増加し、収益全体が大きく伸び、収支は62,000千円の黒字となり

ました。一方で、患者数は令和元年度以前の水準には戻らず、令和５年５月

に感染症分類が２類相当から５類に移行し、コロナ禍以前の診療体制に戻

りつつあるなか、今後コロナ禍以前の水準に回復していくのか、不透明な状

況です。 

支出については、令和４年度決算において人件費のほか、原油価格や物価

高騰の影響等で経費が増大しており、今後更なる価格高騰による病院運営

への影響が懸念されます。 

（単位：千円、％）  

年  度 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ 

経常収益 654,960 670,657 650,743 662,510 673,578 741,211 755,451 

経常費用 658,960 667,629 645,309 667,272 675,409 665,205 693,373 

純 利 益 △ 4,000 3,028 5,434 △ 4,762 △ 1,831 76,006 62,078 

経常収支

比  率 

99.4 100.5 100.8 99.3 99.7 111.4 109.0 

 

③ 職員給与費率（職員給与費／医業収益） 

   職員給与費率は、入院・外来収益、検査料、一般会計負担金(救急医療分)

等からなる医業収益に対する人件費の占める割合を示しており、会計年度
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任用職員、非常勤医師を含めた割合では、約80％となっています。 

                                   （単位：％） 

年  度 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ 

職員のみ 56.1 53.3 56.7 61.4 67.6 65.3 59.8 

職員＋非正規 79.7 79.0 79.6 83.8 89.0 89.1 82.1 

   ※ 非正規職員は,非常勤医師,委託人である。 

 

④ 病床利用率（年延べ入院患者数／年延べ病床数） 

    病床利用率は、令和２年度以降10ポイント以上利用率が下がっています

が、その要因として新型コロナ感染に対する受診控えが考えられます。その

ほか一般病棟においてコロナ専用病床確保のため空床を設けていることも

一因となっており、令和４年度も60％台となっています。 

 （単位：％）  

 

  

年  度 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ 

一般病棟 83.7 87.7 90.9 88.6 77.7 68.3 66.5 

療養病棟 84.9 92.9 86.8 87.8 72.1 84.6 92.9 

計 84.5 91.0 88.3 88.1 74.2 76.9 80.4 
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３ 枕崎市立病院を取り巻く状況 
  

（1）人口について 

枕崎市の人口は、令和２年を起点として今後 30 年間でほぼ半減する見

込みです。年代別でみると 75歳以上が増減率△16.7％であるのに対し、そ

れ以外の年代では△50％以上の増減率となります。また令和２年の年代

別の構成率で 60％を占める 64 歳以下の人口は、令和 32 年では構成率

50％となり、高齢化社会が一段と進行する見込みとなっています。これは

南薩地区４市で構成される南薩医療圏の推計人口でみても同様であり、令

和２年時点の人口 125 千人に対して令和 32 年の推計は 71 千人、△43.2％

の増減率となり、人口減少の傾向を示しています。 

 

枕崎市の推計人口                （単位：千人） 

  R２ R7 R12 R17 R22 R27 R32 
R２-R32 

増減率(％) 

0～14 歳 2.0 1.7 1.4 1.2 1.1 1.0 0.9 △ 55.0 

15～64 歳 9.8 8.6 7.8 6.9 6.0 5.2 4.5 △ 54.1 

65～74 歳 4.0 3.5 2.7 2.4 2.2 2.1 1.9 △ 52.5 

75 歳以上 4.2 4.5 4.9 4.7 4.4 4.0 3.5 △ 16.7 

計 20.0 18.4 16.8 15.2 13.7 12.2 10.8 △ 46.0 

 

枕崎市の推計人口年代別構成率                 （単位：％） 

  
R２ R7 R12 R17 R22 R27 R32 

R２-R32 

増減率(％) 

0～14 歳 10.0 9.2 8.3 7.9 8.0 8.2 8.3 △ 1.7 

15～64 歳 49.0 46.7 46.4 45.4 43.8 42.6 41.7 △ 7.3 

65～74 歳 20.0 19.0 16.1 15.8 16.2 17.2 17.6 △ 2.4 

75 歳以上 21.0 24.5 29.2 30.9 32.1 32.8 32.4 11.4 

計 100.0 99.4 100.0 100.0 100.1 100.8 100.0 0.0 
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南薩医療圏推計人口                       （単位：千人） 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（R５推計）」 

（R２は国勢調査による実績値） 

  

（2）医療需要度 

    鹿児島県地域医療構想による入院医療の需要予測では、令和７（2025）年

時点で、慢性期は、在宅医療の進展により平成25（2013）年比で約35%減少し、

以後は大きな増減なく推移する見通しとなっています。他の機能は令和7年時

点をピークに、その後は徐々に減少していく見通しとなっています。 

 
南薩医療圏の入院医療需要   （単位：人/日） 

医療機能 

H25

（2013）

実績 

R7 

（2025） 

R12 

（2030 

R17 

（2035） 

R22 

（2040） 

高度急性期 54 93 88 82 76 

急性期 288 379 367 351 327 

回復期 617 700 688 670 628 

慢性期 916 595 596 593 562 

計 1,875 1,767 1,740 1,697 1,593 

H25：医療機関所在地ベース    
R7～：患者住所地ベース     

鹿児島県地域医療構想（H28.11）より 

 

 また、次の表では、他の構想区域の医療機関により供給される病床数を勘

案して推計された令和7年の必要病床数が示されています。令和７年の急性期、

慢性期の必要病床数は、平成27年時点の既存病床数に対して大きく超過する

一方、高度急性期、回復期は不足が見込まれ、特に回復期の必要病床数は既

存病床の1.8倍となっています。その後に公表されたR7見込数（令和３年度病

床機能報告）では、H27実績数に対して、高度急性期を除いて改善はみられる

ものの、依然として必要量との大きな乖離が見込まれます。 

 

R２ R7 R12 R17 R22 R27 R32 
R２-R32 

増減率(％) 

枕崎市 20.0 18.4 16.8 15.2 13.7 12.2 10.8 △ 46.0 

南さつま市 32.9 30.3 27.9 25.6 23.5 21.5 19.6 △ 40.4 

南九州市 33.1 29.5 26.8 24.2 21.8 19.5 17.3 △ 47.7 

指宿市 39.0 36.3 33.5 30.8 28.2 25.7 23.3 △ 40.3 

計 125.0 114.5 105.0 95.8 87.2 78.9 71.0 △ 43.2 
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将来の病床の必要量（必要病床数） 

 医療機能 

H27（2015） 

既存病床数 

(床) 

R7（2025） 

病床数見込 

 (床) 

R7（2025） 

需要（※1） 

(人/日) 

推計（※2） 

(人/日) 

病床 

稼働率 

必要量 

（床） 

高度急性期 62 4 93.1 51.5 75% 69 

急性期 1,268 971 379.4 275.5 78% 353 

回復期 428 601 699.7 696.6 90% 774 

慢性期 1,091 759 594.9 597.1 92% 649 

休棟等 31 112 ― ― ― ― 

（※1）南薩医療圏に居住する患者の医療需要     

（※2）将来のあるべき医療提供体制を踏まえ他の構想区域に所在する医療機
関により供給される量を増減して推計された1日あたりの患者数 
鹿児島県地域医療構想（H28.11）より 

太枠内はR3年度病床機能報告におけるR7見込値 
 

南薩医療圏における医療需要の完結率は、全体では87.0%となっています。 

このうち回復期は79.5%、慢性期は88.8%と高い割合で圏域内の対応ができ

ていますが、高度急性期、急性期は70%を下回る状況です。他の圏域では鹿児

島医療圏のみが機能区分全てにおいて90％以上の完結率となっていますが、

それ以外の他の圏域は南薩医療圏と同様の傾向にあることを踏まえ、鹿児島

県は地域医療構想における圏域間の調整の方針を、次のとおりとしています。 

 

○ 本県の医療提供体制の現状を勘案すると、高度急性期及び急性期は医療

機関所在地ベースで算定することが現実的であること 

○ 地域包括ケアシステムの構築を推進する上では、回復期及び慢性期はで

きるだけ構想区域内で対応することが望ましいこと 

 
医療機能毎の完結率  

全体 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

南薩医療圏 87.0% 50.0% 67.6% 79.5% 88.8% 

鹿児島県地域医療構想（H28.11）より 
 

(3) 在宅医療 

鹿児島県地域医療構想によると、県全体の動向として平成25（2013）年比

で令和22（2040）年まで入院医療需要は減少の見込みであるのに対し、在宅

医療等に係る需要は、令和17（2035）年まで増加することが見込まれるとし

ており、南薩医療圏においても、今後在宅医療等の需要が増加していくこと

が見込まれます。 
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南薩医療圏における在宅医療等需要の推移       （単位：人/日） 

  H25（2013）

実績 
R7（2025） R12（2030） R17（2035） R22（2040） 

訪問診療 633 620 629 642 618 

その他 1,342 1,628 1,638 1,644 1,569 

計 1,975 2,248 2,267 2,286 2,187 

鹿児島県地域医療構想（H28.11）より 

(4) 南薩医療圏の課題 

    鹿児島県地域医療構想では、南薩医療圏の現状を踏まえた課題を次のと

おりとしています。 

 

・ 圏域内の移動に多くの時間を要する一方、鹿児島市へのアクセス状況が比

較的良いという地理的特性を踏まえ、今後も救急医療や循環器、周産期を中

心に、鹿児島医療圏との連携強化を図る必要がある。 

・ 各医療機関の役割分担及び連携のあり方を明確化し、不足する回復期機能の

充足を図る必要がある。 

・ 各市を中心とした地域包括ケアシステムの構築を推進する中にあって、今

後、増加が見込まれる在宅医療の需要に対応するため、訪問診療や訪問看護

等の充実とあわせ、国が検討を進めている医療機能を内包した施設系サービ

ス等、新たな選択肢を含めた医療・介護基盤の整備など、在宅医療提供体制

を充実させることが求められる。 

 

(5)  枕崎市立病院の対応 

公立病院には地域医療構想を踏まえた役割・機能が求められていますが、

これまでも南薩医療圏の課題は、枕崎市立病院の課題として位置づけて病院

運営に取り組んできており、今後もこの方針を基本として、様々な課題に対

応し公立病院としての役割を果たしていくこととします。 

このことを踏まえ、令和３年４月には医療機能のうち急性期（20床）を廃

止し、不足する回復期（26床）の導入を行っています。 

 
枕崎市立病院の医療機能（55床） 

医療機能 病床区分 入院基本料 ～R3.3 R3.4 
R3.5～  
 R5.3 

R5.4～ 

急性期 一般病床 急性期一般入院料７ 20 - - - 

回復期 

一般病床 地域一般入院料１ - 26 13 26 

地域包括
ケア病床 

地域包括ケア管理料４ - - 13 - 

慢性期 療養病床 療養病棟入院料１ 35 29 29 29 
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第２ 経営強化プランの内容 

 

１ 計画期間 

  令和５年度から令和10年度まで（６年間） 

２ 役割・機能の最適化と連携の強化 

（1）地域医療構想に基づく病床機能の見直し 

南薩医療圏の課題として、回復期病床の需要が増加傾向にあり、平成27年

度時点の1日当たり617人が、令和７年には700人と需要が増える見通しである

ことから、当該病床が不足することを見越して、院内の協議においてそれま

での急性期20床・慢性期35床を見直し回復期（地域包括ケア病床）13床を導

入することを決定、令和２年３月の地域医療構想調整会議の合意を経て、令

和３年５月運用を開始しました。その後地域包括ケア病床は診療報酬算定要

件を満たさなくなったため、地域一般病床へと転換し、現在26床が回復期病

床となっています。 

（参照 P9「枕崎市立病院の病床機能（55床）」） 

 

（2）地域医療構想を踏まえた病院の果たすべき役割と機能 

人口減少は進行しながらも、当面75歳以上の人口は増加が見込まれている

ため、回復期病床も相応の需要が見込まれます。ただし、令和12年以降は当

該人口も減少に転じ、全ての年代で減少傾向となっていくことから、今後の

人口動態の状況を踏まえて、適切な病床機能、病床数へと転換を図っていく

必要があります。 

 

（3）地域包括ケアシステムの構築に向けて当院が果たすべき役割と機能 

市立病院は、在宅医療に従来から力を注いで取り組んでいますが、高齢者

の増加に伴い、今後益々在宅医療の需要が高まっていくことが見込まれます。 

市立病院では、これまでも行っている訪問診療や訪問看護に継続して取り

組んでいくとともに、市の福祉介護担当部署、老人福祉サービス施設等の関

係機関と連携協力し、入院中の高齢者が退院後も住み慣れた地域での生活を

継続し、自立していくための最適な支援を選択できるよう、生活面でのサポ

ートや手続きなどの支援業務を担っていきます。 

また訪問診療や訪問看護等のニーズの拡大を見越して、さらなる充実を図

るため、24時間対応訪問看護ステーションの設置検討を行うほか、訪問看護

を専門に行う事業者と連携して、医療を提供していくことも検討していきま

す。 
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（4）他の医療機関との役割分担、連携の強化 

入院機能を持たない市内及び近隣市町村の内科クリニックにおいて、入院

を要する事案が発生した場合に、患者の受入れを行い、入院機能を代行する

取組を行います。地域住民の意向を尊重し、退院後は元のかかりつけ医療機

関を受診してもらうことにより、地域の医療機関との効果的な役割分担を進

めます。 

また、市立病院は診療科目を内科専門としていますが、脳血管疾患や悪性

疾患など専門外の疾病についても、専門医療機関との連携強化のもと、急性

期を脱し病状が安定している患者の積極的な受入れを進めます。 

 

（5）医療機能、連携の強化等に係る数値目標 

医療機能、連携に関する成果を挙げるため以下のとおり数値目標を設定し

ます。 

 

  

（6）一般会計負担の考え方とその算定基準（繰出基準） 

枕崎市立病院は、地方公営企業法第17条の２の規定に基づき、一般会計か

ら繰入れを受けています。 

枕崎市立病院の一般会計負担金の考え方は、地方交付税措置額を基本とし

繰出基準(総務省自治財政局長通知)に基づき支出されるものとし、対象経費

を以下のとおりとします。 

   ・救急医療の確保に要する経費 

・医師の派遣を受けることに要する経費 

・地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費 

・公立病院経営強化の推進に要する経費 

・企業債償還利子に要する経費 

・地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担に要経費 

・地方公営企業職員に係る共済追加費用に要する経費 

・不採算地区病院の経営に要する経費 

    
R5 

見込 

R6 

目標 

R7 

目標 

R8 

目標 

R9 

目標 

R10 

目標 

一般病床（１日あたり） (床数) 20.7 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 

療養病床（１日あたり） (床数) 27.3 28.0 28.0 28.0 28.0 28.0 

訪問看護 (件数) 576 605 635 667 700 735 

訪問診察 (件数) 429 450 473 497 521 547 

理学療法（入院） (単位) 5,000 5,250 5,513 5,788 6,078 6,382 

患者紹介 (件数) 38 41 43 46 49 51 
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・病院の建設改良に要する経費 

（7）住民の理解のための取組 

通常の診療活動のほか、公立病院として取り組む不採算医療、病児保育

施設運営等の医業外事業における市立病院の役割・機能について、市民の理

解が得られるようホームページ・広報紙を通して住民への情報提供に努め

ていきます。 

 

３  医師・看護師等の確保と働き方改革 

医師確保については、鹿児島大学に依存しているため、入局者数や希望専門

医の意向に大きく左右されている状況です。医師不足による診療機能低下は、

患者の不便と不安につながり、かつ、病院運営にも影響をもたらすので、今後

とも大学や関係機関等へ医師派遣の働きかけを行います。 

また、医師の時間外労働規制が令和６年度から実施されることを踏まえ、医 

師を含む全職員の勤務実態を適切に把握するため、勤怠管理システムを導入し、 

これにより慢性的な時間外労働の低減を進め、職員が働きやすい環境を整備 

します。 

 

４  経営形態の見直し 

平成21年４月から地方公営企業法の全部適用としています。それまでの一部

適用では、実質的な運営は病院長が行うものの、意思決定や予算、人事、給与面

での権限がなく、責任の所在が明確でないところがありました。全部適用によ

り、病院事業管理者に経営に関する権限と責任を一体化し、効率的な病院運営を

進めてきました。 

  当面同様の運営方針のもと経営を行っていきますが、今後予測される人口減

少の進行は、病院運営に与える影響が大きいことから、危機感をもって、他の公

立病院の運営状況も参考にしながら、最善のあり方を模索していきます。 

 

５  新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

新型コロナウイルス感染症への対応においては、国内初感染確認後の準備、

未知の段階での患者受入れ、感染流行、ウイルス変異等、各段階でその都度院内

で協議を行い、対策を実行してきました。 

今後新たな感染症が発生した場合も、これまでの対応が基本となることを踏

まえ、感染防護具等の一定量の備蓄や対象患者用の病室の準備等いつでも患者

を受入れ等に対応できる体制を継続しつつ、職員への教育研修を行い、職員全体

で共通認識を持って対応にあたる体制を整備します。また、他の医療機関や介護

施設などと連携しての対応についても検討します。 
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６  施設・設備の最適化 

（1）計画期間内における設備等の整備計画と整備の抑制 

建物については、平成16年以降全て更新されていますが、最も古い建物

で20年経過するため、今後老朽化に伴う改修が必要となってくることを見

越し、計画的な取組を進めます。 

 

番

号 
建物・工作物名 

建 築 年 度 
構 造 

延床面積 

（㎡） 西 暦 和 暦 

１ 新病棟（東棟） 2004 Ｈ16 ＲＣ造 596.94 

２ 病棟（南棟） 2011 Ｈ23 ＲＣ造 1620.55 

３ 病棟（北棟） 2011 Ｈ23 ＲＣ造 1234.66 

４ 厨房施設 2006 Ｈ18 ＲＣ造 166.18 

５ 病児保育施設 2014 Ｈ26 ＲＣ造 118.97 

６ 宿舎（Ａ棟） 2012 Ｈ24 ＲＣ造 156.76 

７ 宿舎（Ｂ棟） 2012 Ｈ24 ＲＣ造 72.00 

８ 宿舎（Ｃ棟） 2012 Ｈ24 ＲＣ造 62.00 

９ 自走式駐車場 2011 Ｈ23 Ｓ造 323.13 

 

医療機器等の設備については、概ね10年が耐用年数であることを踏まえ

て、10年を基準に不具合発生時の修繕の要否の判断、あるいは機器自体の今

後の必要性の有無を確認し、年度間の偏りが生じないよう計画的に更新を

行っていきます。 

 

（2）デジタル化への対応 

これまでカルテ、医療事務、財務会計事務などについては、すでにシス

テム化しており、業務の省力化において成果を上げています。 

マイナンバー資格認証システムについては、令和２年度に導入、３年度

から運用を行っていますが、令和６年度にはマイナ保険証に一本化されるこ

とから、患者への周知を行い、適切な運用を進めていきます。 

また働き方改革を推進していくため、その一環として勤怠管理システムの

導入を進めます。 

昨今のサイバー攻撃に対しては、システム用端末にインターネット機能

を持たせないことを基本として、情報収集を行いながら有効な対応策を採用

していくとともに、ベンダーと連携して対策を進めます。 
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７ 経営の効率化 

（1）経営指標に係る数値目標の設定 

経営の効率化は、地域の医療提供体制を確保し、良質な医療を継続的に

提供していくためには不可欠なものです。このため、経費の節減や医療の質

の向上等による収入の確保に積極的に取り組みます。 

次の項目について、経営強化プランの対象期間終了時点における数値目

標を設定します。 

 

経営指標に係る数値目標 

    R3 R4 
R5 

見込 

R6 

目標 

R7 

目標 

R8 

目標 

R9 

目標 

R10 

目標 

経常収支比率 (％) 111.4 109.0 98.2 97.7 98.6 99.2 98.8 100.4 

医業収支比率 (％) 77.6 83.5 80.9 80.2 79.7 80.0  79.6 81.8 

修正医業収支比率 (％) 75.4 81.4 78.8 78.1 77.6 78.1 77.6 79.8 

１日平均入院患者数 (人) 42.3 44.2 48.0 49.0 49.0 49.0 49.0 49.0 

１日一人当り平均収入額 (円) 21,507 25,006 22,300 22,700 22,900 23,400 23,400 23,800 

１日平均外来患者数 (人) 50.5 46.7 50.0 51.0 52.0 52.0 52.0 52.0 

１日一人当り平均収入額 (円) 8,914 9,748 9,000 9,100 9,200 9,400 9,400 9,600 

病床利用率 (％) 76.9 80.4 87.3 89.1 89.1 89.1 89.1 89.1 

 

 

（2）経常収支比率に係る目標設定の考え方 

収益の伸びに対して、非正規職員を含む人件費の増加のほか、必要経費

の価格上昇などにより支出の伸びが大きく見込まれ、令和９年度まで赤字

の見込みとなりますが、計画最終年度である令和10年度には黒字化を実現

する見通しです。計画期間中は、医業収益について、今後の診療報酬改定の

影響を加味した見直しを行うほか、診療における需要を踏まえた患者数の

最大限の確保に向けた取組及び必要十分な診療行為の実施を基本として、

診療報酬の分析による加算獲得・算定漏れの防止に取り組み、一人当たりの

医業収益単価の引き上げ等による収益確保の取組推進、その実績を踏まえ

た取組の強化・改善によって増収を図り、一層の収支健全化を図っていきま

す。 

 

（3）目標達成に向けた具体的な取組 

上述の数値目標を達成するため、次に掲げる具体的取組を計画的に進め

ていきます。 

① 医療 

(イ) 一次・二次救急について、これまで同様に積極的な患者の受入れ
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に取り組みます。 

(ロ) 市内及び近隣市町村の内科クリニック、脳血管疾患や悪性疾患な

どの専門病院との連携に向けて、対象医療機関への訪問・働きかけ

を行います。 

(ハ) 地域連携室を通して患者受入れの実績がある老人福祉サービス

施設・他の医療機関に対し、患者紹介の働きかけを行います。 

(二) 地域において小児科が不足する現状や子育て支援推進の観点か

ら、鹿児島大学への小児科医師の派遣要請を継続し、日曜日を中心

に実施する小児科休日診療に取り組みます。 

(ホ) 本市においては、脳卒中死亡率が高く、また国民健康保険・後期

高齢者医療の一人当たりの医療費が増加傾向にあり、その対策が急

務となっています。この課題を改善するために、健診業務・保健指

導を通して生活習慣病の発症予防と重症化予防の取組を強化して

いきます。また市内の各集落で健康講座を開催し、予防医療への意

識付けを図っていきます。 

(へ) 在宅医療の推進と地域包括医療・ケアの充実化を進めるため、従

来から取り組んでいる訪問診療や訪問看護について、今後の需要拡

大を見据えた対応・拡充を進めます。また、地域包括ケアシステム

の目的実現の一環として、健康課、地域包括ケア推進課と各部署が

抱える問題について定期的な協議の場を持ち、課題の相互共有と解

決に向けて意見や提案を出し合い、得られた結論を次の課題に生か

していく取組を進めます。 

 

② 人材確保・育成 

(イ) 医師 

医師の確保においては、鹿児島大学に派遣要請を継続していくほ

か、これまでも実施している医学部学生の病院実習受入れ、研修医

の受入れなど、医師の育成機関としての役割を担い、医師養成のた

めの取組を進めます。 

(ロ) 看護師 

職員採用による人材確保とともに、適切な勤怠管理の推進、また

健全な労働環境の実現による職員の定着化を図ります。 

また看護学校生の実習についても、積極的に受け入れ、看護師養

成のための取組を進めます。 

(ハ) その他 

薬剤師について、令和２年以降不在となっていることを踏まえ、

引き続き職員募集を行うともに、待遇面での見直しについても検討

します。 
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市内中学生の職場体験実習受入れを通して、将来医療従事者を目

指す生徒に体験の場を提供します。 

  

③ 収入・支出の管理 

(イ) 病院運営委員会において、毎月の収支状況、患者の動向等につい

て、職員間の情報共有を図り、必要な対応策の検討・実践を進めま

す。 

(ロ) 未収金対策として、受診した年度内の回収を基本として、次回受

診時の声掛け、電話連絡、自宅訪問などに取り組み、未収金額の低

減を図ります。 

(ハ) 既存の採用医薬品について、ジェネリック医薬品への切替えを推

進します。 

(ニ) 診療材料の選定にあたっては、より安価な同等品への切替えを進

めます。 

(ホ) 委託業務について、業務内容の必要性を含めた見直しを行います。 

(ヘ) 医療機器等の更新にあたっては、今後の必要性、機能性、他の機

器での代用可能性等の点から検証し、適切な機器選定を行います。 

(ト) 医療機器を含む機器全般について、耐用期限に基づき、使用期間

を適切に管理し、計画的な更新を行います。 
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9
0

3
2
,8

8
1

3
1
,2

5
7

1
7
,4

1
1

2
1
,7

4
6

2
8
,9

9
1

4
7
,0

8
8

2
4
,5

4
6

2
5
,1

9
5

2
8
,8

8
1

　
　

損
益

勘
定

留
保

資
金

3
2
,2

0
3

3
1
,9

7
7

3
2
,4

6
3

3
0
,1

3
9

1
6
,9

8
5

2
0
,2

1
3

2
7
,1

5
1

4
2
,3

0
0

2
3
,7

3
6

2
4
,2

4
5

2
7
,3

3
1

　
　

利
益

剰
余

金
処

分
額

　
　

繰
越

工
事

資
金

　
　

そ
の

他
1
,2

8
4

9
1
3

4
1
8

1
,1

1
8

4
2
6

1
,5

3
3

1
,8

4
0

4
,7

8
8

8
1
0

9
5
0

1
,5

5
0

実
質

財
源

不
足

額
　

(C
)－

(D
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

実
質

財
源

不
足

額
　

(E
)－

(F
)

当
年

度
同

意
等

債
で

未
借

入
又

は

未
発

行
の

額
　

(F
)

科
目

名
称


